2005年1月20日

質問書

大阪防衛施設局　局長　河野 敏明　様
辺野古に基地を絶対つくらせない大阪行動

担当　松本亜季

要請文（別紙）を踏まえた上で、以下の質問に回答願います。

1． 貴局「大阪防衛施設局」は、どの区域を管轄し、どのような業務にあたっているのか。

2． 那覇防衛施設局は、以下①～⑦に示すように、国内外の世論を踏みにじり、違法なかたちで米軍基地建設に向けたボーリング調査を進めている。このような那覇防衛施設局の無謀な行為に対して、同省庁の一員である貴局は、法尊守の立場から直ちにボーリング調査を止めるよう那覇防衛施設局に働きかけるべきだと考えるが、貴局の考えを明らかにしていただきたい。

【那覇防衛施設局の違法行為について】

1 1997年に行われた名護市民投票では、「ヘリ基地建設反対」が多数を占め、名護市民の民意が明確に示された。この民意を踏みにじっていること。

2 国際自然保護連合（IUCN）第3回世界自然保護会議では、2000年の前回会議に続く異例のジュゴン保護勧告決議が出された。また、環境アセスメントにゼロオプション(環境に甚大な影響を及ぼす恐れがある場合には事業を行わないこと)を選択肢に入れることや、海底ボーリングと弾性波探査も環境アセスメントの対象とするなどの勧告がなされた。世界の多くの政府機関、NGOが勧告に賛成している。この勧告を一貫して無視し、履行していないこと。
3 辺野古沖で行われているボーリング調査において、海底に設置されたスパット台船の足場がサンゴを著しく破壊していることでも明らかなように、このボーリング調査が「原則的には、環境影響評価の対象となる環境を改変するような行為をしてはならないという趣旨」（『環境影響評価法・逐条解説』169-170）に反しているのは明白である。それにも関わらず、ボーリング調査を環境アセスメントの対象としないことは、明らかな環境影響評価法（環境アセスメント法）違反である。

4 施設局が雇った業者が、ボーリング調査をやめるよう説得している市民に対して暴力行為を働いたにも関わらず、施設局はそれを認めないばかりか、何の解決策も講じないままで作業を再開していること。

5 参院沖縄・北方特別委員会の六氏が米軍普天間飛行場の返還問題について、「代替施設なき返還」を求める意向を表明している。この国会の動きも全く無視し、日々、ボーリング調査を強行していること。
6 施設局がまとめたスパット台船によるサンゴ破壊についての報告書に対して、県がどのような対応をとるかも明らかになっていない中で、スパット台船による作業を再開したこと。

7 ボーリング調査によって、人格権、環境権、平和的生存権、漁業権などが侵害、または侵害される危険が切迫しているとして原告68名が那覇地裁に訴えを起こしているにも関わらず、作業を進めていること。
3． 本日持参した2700筆の署名にも示されているように、大阪を始め、全国の多くの人たちが辺野古沖でのボーリング調査の即時中止と、基地建設計画の白紙撤回を求めている。大阪府民の意見を聞き入れるべき責任におられる貴局としては、これらの意見を日本政府、関係省庁に伝え、基地建設計画の白紙撤回に向けて然るべき働きかけを行う必要があると考えるが、貴局の考えを明らかにしていただきたい。

4． 「沖縄の負担軽減」に関して、貴局の考えを明らかにしていただきたい。
4.1 防衛施設庁の主な仕事の一つとしてSACO合意の実施があげられるが、貴局はこれをどのように担っているのか。

4.2 SACO合意は実質的に破綻していると考えるがどうか。

4.3 現在、小泉内閣総理大臣からも沖縄の負担軽減のために在沖米軍基地の本土移転を進めていく考えが表明され、「沖縄の負担軽減に賛成であれば、沖縄以外の自治体も自分たちが（基地を）持ってもいいという責任ある対応をしてもらいたい。」と、大阪を含め、全国での応分の負担の必要性が強調されているが、貴局としてこの意見をどのように受け止め、対応するのか。

4.4 貴局の管轄区域内に米軍基地の受け入れ要請があった場合、どのように対応するのか。

以上

